
経営力

視点

長期的な企業価値向上を支える持続的な 

経営体制の高度化に取り組んでいるか。

P.52P.52   ESG経営推進の進捗―浸透から実装へ―

P.54P.54    安全を担保するガバナンス

P.64P.64   ガバナンス強化を通じた企業価値向上について

視点

競争優位性を起点に、他社には 

真似のできない成長戦略が描かれているか。 
その戦略は着実に進捗し、期待される 

成果が上がっているか。

P.6P.6    企業価値向上に向けて

P.38P.38   経営戦略・事業戦略の進捗

成長性

経営力

視点

長期的な企業価値向上を支える持続的な 

経営体制の高度化に取り組んでいるか。

P.52P.52   ESG経営推進の進捗―浸透から実装へ―

P.54P.54    安全を担保するガバナンス

P.64P.64   ガバナンス強化を通じた企業価値向上について

視点

競争優位性を起点に、他社には 

真似のできない成長戦略が描かれているか。 
その戦略は着実に進捗し、期待される 

成果が上がっているか。

P.6P.6    企業価値向上に向けて

P.38P.38   経営戦略・事業戦略の進捗

成長性

本レポートについて
本レポートは、株主・投資家をはじめとする社外のステークホルダーの視点に立ち、

「なぜ、日本郵船グループは選ばれるのか」「なぜ、 日本郵船グループに投資するのか」

という問いにお答えするコンテンツ・構成としています。下記の図を参考に、日本郵船

グループへの理解をぜひ深めてください。

視点

目先の売上や収益の増加を目指すだけでなく、 
環境や社会などに配慮した活動を行うことで、 

自社のみならず、社会全体を 

長期的に発展させることができるか。

P.56P.56   脱炭素への取り組み

競争優位性

視点

競争力の源泉を理解し、その強さを 

支えるビジネスモデルを磨き続けているか。 
独自の競争優位性によって、 

他社との差別化が図られているか。

P.22P.22    SPECIAL FEATURE 

日本郵船グループの成長を 
牽引する技術力と人材力

持続性

日本郵船グループの 

企業価値向上
 稼ぐ力の強化  
 資本コストの低減
 さらなる成長投資

共創による 
スケールアップ
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P.16P.16   CFOメッセージ
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Cover Explanation
中期経営計画で取り組む施策が着実かつグローバ
ルに進捗し、成果を上げています。総合物流企業の
枠を超え、世界中で共創していく当社グループを表
現しています。

報告の範囲 
•  対象期間： 2023年度（2023年4月～2024年3月）。ただし、一部2024年4月以降の情報を含みます。
•  対象範囲： 日本郵船（株）を中心とした国内外連結グループ会社の活動。活動分野ごとに主要な対象会

社が異なる場合は、対象範囲を記載しました。
•  発行時期：2024年9月（前回：2023年8月、次回予定：2025年8月）

NYKレポート制作に関する参照ガイドライン 
・  IFRS財団「統合報告フレームワーク」
・  GRI Standards
・  ISO26000

・  経済産業省 
「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」
・  （ 一社）日本経済団体連合会 
「Society 5.0 ̶ともに創造する未来̶」

将来見通しに関する注意事項 
この「NYKレポート2024」には、リスク・不確実性を内包した将来見通しが記載されており、実際の
結果とは異なる可能性があります。これらの見通しは、現時点での情報に基づいており、過度に依拠
できないことをご承知おきください。なお、当社では、将来見通しの記載について、現時点以降の出来
事や環境、予期せぬ事象の発生を反映し、更新して公表する義務を負うものではありません。
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What We Do
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洋上風力関連事業
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Yusen Logistics

NYKLINE

Yusen Logistics

NYKLINE

Yusen Logistics

NYKLINE

Yusen Logistics

コンテナ船

50隻

NYKLINE

Yusen Logistics

NYKLINE

Yusen Logistics

LNG

NYKLINE

Yusen Logistics

NYKLINE

Yusen Logistics

NYKLINE

Yusen Logistics

NYKLINE

Yusen Logistics

自動運航

物流事業

宇宙事業

2
自動車専用船 
世界シェア

第 位

自動車専用船

124隻

ドライバルカー

441隻

LNG船

91隻

タンカー

66隻

倉庫拠点数

46カ国、373拠点

うち自社船

416隻

うち傭船など

408隻

自動車物流事業

38拠点

未来に必要な価値を、 
さまざまなステークホルダーとともに

共創する

グループ運航船舶

824隻

NYKLINE

Yusen Logistics

NYKLINE

Yusen Logistics

日本郵船グループは、創業時から変わらぬグループ企業

理念と社会的使命“Bringing value to life.”をMissionに

掲げ、全グループ社員が重視する価値観（Value）である

“誠意・創意・熱意”を持って、ありたい姿（Vision）と、サプ

ライチェーン全体での価値創出を実現していきます。

NYKLINE

Yusen Logistics

O U R  M I S S I O N

Bringing value to life.
O U R  V I S I O N

総合物流企業の枠を超え、中核事業の深化と 
新規事業の成長で、未来に必要な価値を共創します

O U R  V A L U E

誠意・創意・熱意  

海洋事業

NYKLINE

Yusen Logistics

NYKLINE

Yusen Logistics

LNG

2
ドライバルカー 
世界シェア

第 位※2

※1

※ 隻数は2024年3月末時点
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※1 2023年12月末時点。Hesnes Shipping AS “The Car Carrier Market 2023”より日本郵船にて集計。積載台数3,000台以上の自動車専用船を対象としたランキング
※2 2024年1月1日時点。Clarksonsデータベースより日本郵船にて集計



What We Do

PERFORMANCE REVIEW 

株主価値

パフォーマンスレビュー

デットエクイティレシオ（2023年度）

0.34倍

有利子負債（2023年度末）

9,138億円

稼ぐ力

株主総利回り（TSR）（2023年度）

979.6%

1株当たり年間配当金（2023年度）

140円

PER（株価収益率）（2023年度末）

8.2倍

PBR（株価純資産倍率）（2023年度末）

0.7倍

自己株式取得総額（2023年度）

2,000億円

グループ社員数（2023年度末）

35,243人

DX・研究開発投資額※2（2023年度）

52億円

特許件数（2023年度末）

225件

NTMA※1卒業生累計数（2023年度末）

1,456人

自己資本（2023年度末）

2兆6,503億円

自己資本比率（2023年度）

62.3%

NYKLINE

Yusen Logistics

NYKLINE

Yusen Logistics

NYKLINE

Yusen Logistics

NYKLINE

Yusen Logistics

NYKLINE

Yusen Logistics
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Yusen Logistics

NYKLINE

Yusen Logistics

株主価値独自性安定性

売上高（2023年度）

2兆3,872億円

経常利益（2023年度）

2,613億円

定期船事業

678億円

航空運送事業

57億円

物流事業

259億円

ライナー＆ロジスティクス事業

自動車事業

1,058億円

ドライバルク事業

180億円

エネルギー事業

463億円

不定期専用船事業当期純利益（2023年度）

2,286億円

ROE（自己資本当期利益率）（2023年度）

8.9%

ROIC（投下資本利益率）（2023年度）

8.3%

1885年の創業からの歴史

139年

日本郵船株式会社  NYKレポート2024 4 – 5

 ※1 2007年にフィリピンで開校した商船大学「NYK-TDG MARITIME ACADEMY」
 ※2 DXは本社実績、研究開発は連結実績



開示セグメントの変更について
2024年度より、事業規模が拡大した「不定期専用船事業」を「自動車事業」「ドライバルク事業」「エネルギー事業」に分割して表

示する方法に変更しています。

　日本郵船が目指すROEの向上と株主資本コスト低減（事業のボラティリティ低減）に向けた取り組みをよりご理解いただくために

も、今後も情報開示の拡充に努めていきます。

What We Do

2022年度 （実績） 2023年度 （実績） 2024年度（見通し） 2026年度 2030年度
経常利益 11,097億円 2,613億円 4,100億円 2,700億円 3,400億円
ONE以外 3,394億円 ̶ ̶ 1,500億円 1,600億円
ONE （当社試算） 7,703億円 ̶ ̶ 1,200億円 1,800億円
当期純利益 10,125億円 2,286億円 3,900億円 2,400億円 3,100億円
自己資本比率 66% 62% 65% 57% 57%前後
傭船料債務考慮後 55% 53% 56% 49% 50%前後
ROIC 35.7% 8.3% 6.9% 6.5% 6.5%以上
ROE 48.3% 8.9% 9.3% 10.2% 10%以上

※  本財務計画の見通しは2023年3月7日発表の航空運送事業に関する当社方針に沿った前提で作成
※ 2024年度（見通し）の各数値について、経常利益と当期純利益は2024年8月の第1四半期決算発表における予想値、自己資本比率からROEは2024年5月の2023年度通期決算発表における予想値

企業価値向上に向けて
資本コストや株価を意識した経営 中期経営計画の進捗

• 中期経営計画の各施策を推進

•  資本効率向上により、株主資本コストを上回るROEの持続

的な向上を目指し、PBR1倍を意識した改善を図る
PBR = 1 +

エクイティスプレッド（ROEー資本コスト）

資本コストー成長率

2023年度 2024年度 2025～2026年度

ROE向上

収益性向上  ROIC（目標：6.5%以上）を用いた事業効率向上とポートフォリオマネジメントの実行

株主還元の 
拡充

・ 配当性向25%→30%
・ 一株当たり年間配当金140円
・ 配当下限を100円に設定
・ 自己株式2,000億円取得

・ 配当性向30%
・ 一株当たり年間配当金260円
・ 自己株式1,000億円追加取得
※ いずれも2024年8月発表時点

̶

バランスシート
マネジメント

・ トランジションボンド（2回目）発行
 グリーンボンド、グリーンローンなど資金調達の多様化
 自己資本比率のコントロール（2024年度65%→2026年度57%）

成長性 
向上

成長投資
・  LNG燃料転換や、脱炭素化、M&Aなど
を軸に、約7,500億円を投資決定

キャッシュ創出力を踏まえ、投資枠を1.2兆円から1.3兆円へ増額
人材投資、研究開発投資、DX投資を加速

資本 
コスト 
低減

ボラティリティ 
低減

・ LNG船事業における長期安定契約の獲得
・ 自動車事業におけるLNG燃料船を足掛かりとした安定収益の積み上げ
・ ドライバルク事業における高度なエクスポージャー管理と、次世代燃料船を足掛かりとした安定収益の積み上げ
・ 物流事業におけるM&Aなどを通じた市況に左右されにくい収益基盤の強化

ガバナンス強化
・ 意思決定プロセスの迅速化
・ グループ会社管理の高度化
・ 海外組織の管理強化

ガバナンス体制の継続的な見直し
グループ経営の不断の強化

情報開示の 
拡充

・ 現場社員と企業価値をともに表現する 
プラットフォーム「Discover Our ESG 
Stories」開始

・ 開示セグメント変更による透明性の向上
・ 人権デュー・ディリジェンスの範囲拡大
・ ESGデータブックの改編・拡充

・ GHG排出量データの充実

基本方針

1. ESGを中期経営計画の中核に－ ESG戦略本部を新たに設置

2. 成長分野での事業拡大に向けた積極的な投資戦略 

3.  2050年ネット・ゼロ達成に向けた脱炭素の取り組みを 

計画的に加速

4. 人的資本のさらなる充実とコーポレート基盤の強化 

多様性・多元性の確保

既存中核事業の深化と新規成長事業への投資

支えの戦略

BX 事業変革
Business Transformation

両利きの経営AX Ambidexterity

Corporate TransformationCX

DX EX
Digital Transformation

デジタル
トランスフォーメーション

エネルギー
トランスフォーメーション

Energy Transformation

人材・組織・グループ経営変革

将来の戦略的成長事業への挑戦

脱炭素戦略の本格化デジタル基盤の整備を推進

深化 既存中核事業 新規成長事業
変革・収益拡大 開拓・投資 進化基軸戦略

経営戦略の全体像

経営指標の進捗

マテリアリティ 目標 2021年度 2022年度 2023年度
安全 重大事故※1件数0件 1件 2件 ３件

環境※2

2030年
 Scope1+2  

45％削減（2021年度比、総量ベース）

Scope1+2： 
12,724,086 
（基準年）

Scope1+2： 
11,331,299 

11.0%削減（2021年度比）

Scope1+2： 
11,473,705 

9.8%削減（2021年度比）

2050年 Scope1+2+3 ネット・ゼロ
Scope1+2+3： 

16,614,748
Scope1+2+3： 

14,595,322
Scope1+2+3： 

14,929,553

人材
2030年女性管理職比率30% 

（単体・連結）
単体14.0% 
連結25.9%

単体13.7% 
連結25.2%

単体13.6% 
連結26.2%

※1 重大事故：死亡事故や社会的影響の大きい事故
※2 単位：ton-CO2e（二酸化炭素換算）

中核事業と新規事業を両輪とする基軸戦略

（AX、BX）と、基軸戦略を支える機能戦略

（CX、DX、EX）の2つで構成しています。

ABCDE-Xという5つの戦略を実行し、企業

価値の最大化を実現していきます。
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